
該当する事業：
家庭における蓄電池促進事業、熱と電気の有効利用促進事業、分譲マンション省エネ型給湯機器導入促進事業

次に掲げる再生可能エネルギー電力メニューを契約していること。

令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（再エネ電力と電気自動車や燃料電池自

動車等を活用したゼロカーボンライフ・ワークスタイル先行導入モデル事業）交付規程

別表３【再生可能エネルギー100％電力調達】①（２）の環境省が指定する再生可能エネル

ギー電力メニュー

【メニュー一覧確認方法】

●再エネ100％電力調達要件について（環境省）

（【手法２】再エネ電力メニューについての項目から、

「・再エネ100％電力メニュー一覧」をクリックし、確認してください。）

災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業

※３ 再エネ電力メニューについて

https://www.env.go.jp/air/100.html
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